



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































では留保し，まずは RD の読み方から始めたい。この RD の読み方には，三
つの考え方に大別されることが指摘されている。古典的理論，グッドハート
理論そしてストーン・ウィリアムズ理論である。







































































とは，判決中の ratio decidendi であるが，特にアメリカにおける伝統的な ratio decidendi
観によれば，司法判決の『結論 (judgment) 』部分と『推論 (reasoning) 』部分とが『一




































































































































































法に違反したのか (who has violated the Constitution?)，すなわち，本法・本規則のよ
うな法令を作った「立法者」に非があるのか，本件のような適用を行った「行政府」に
非があるのかー憲法的罪人（constitutional culprit）―がきわめて不明瞭になるからで
ある（責任の所在の不明確化）。さらに，本判決のような「適用行為違憲」は，猿払一審
判決のような法令の一部違憲（部分無効ないし適用法令違憲）ではなく，純粋に事例限
定的な違憲判断ということになるため，法的安定性に資せず，萎縮効果を有効に除去で
きないように思われる，と。
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を採用することは，個々の事案や判断主体によって，違憲，合憲の結論が変
わり得るものであるため，その規制範囲が曖昧となり，恣意的な適用のおそ
れも生じかねず，この手法では表現の自由に対する威嚇効果がなお大きく残
ることになろう。」と(73)。 
　また，合憲限定解釈については次のように評価した。「本件においては，司
法部が基本法である国家公務員法の規定をいわばオーバールールとして合憲
限定解釈するよりも前に，……国家公務員法自体の条文の丁寧な解釈を試み
るべきであり，その作業をした上で，具体的な合憲性の有無等の審査に進む
べきものである……」と。結果，堀越事件について無罪とした。
　そしてその方法を，限定的解釈と呼び，「本件の多数意見の採る限定的な解
釈は，司法の自己抑制の観点からではなく，憲法判断に先立ち，国家の基本
法である国家公務員法の解釈を，その文理のみによることなく，国家公務員
法の構造，理念及び本件罰則規定の趣旨・目的等を総合考慮した上で行うと
いう通常の法令解釈の手法によるものであるからである。」と述べたのであ
る。
　これを，実質上の適用違憲であるとみる意見(74)，合憲的限定解釈であると
みる意見(75) など，がある。
　木下智史（新・判例解説 Watch13号・2013年，15頁）は，「原判決は，『国民の信頼』
の確保を規制目的と設定しつつ『国民の法意識』の変化を梃子に規制対象を限定する戦
略をとったが，測定不可能な『国民の法意識』に依拠する限定解釈は不安定さを免れず，
規制目的を職務遂行のあり方に限定する判決のアプローチのほうが優れている」とする。
　しかし，木村草太のいう意味で，適用違憲は，部分無効違憲だと考えるならば，それ
ほど不安定ともいえないと思われる。もちろん他の事案における萎縮効果は残るのであ
るが。木村によれば，「いわゆる適用違憲判断を行う場合には，違憲とされた適用類型を
明確に定義する必要があり，猿払事件第一審判決も，明確な定式を伴う部分無効判決だ
と考える。」（前掲注，76頁）とされる。
　例えば，長谷部恭男（『憲法の円環』岩波書店・2013年，252頁）は，「本件多数意見の
論理からしても，……適用違憲の手法とさほどの差異があるとは考えにくい。むしろ，
最高裁が適用違憲の判断を示すには大法廷を開く必要があったことが勘案されるべきで
あろう。」とする。
　例えば，蟻川恒正は，千葉補足意見が「限定」解釈を「合憲限定解釈」と呼ぼうとし
ないことに私は賛同できないとし（前掲注，96頁），「合憲限定解釈」を分類して，行
政機関非難型の「合憲限定解釈」と呼ぶ（前掲注⑻，100頁）。
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　堀越事案，すなわち，［配布行為が，管理職的地位になく，その職務の内容
や権限に裁量の余地のない公務員によって，職務と全く無関係に，公務員に
より組織される団体の活動としての性格もなく行われ，公務員による行為と
認識し得る態様で行われたものでもない］事案に関して罰則を適用すること
が違憲に当たると解したとすれば，部分無効違憲という意味で適用違憲(76) と
考えることも可能かもしれない。
　他方，［⒜公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが，⒝観念的
なものにとどまらず，現実的に起こり得るものとして実質的に認められるも
の］という定立によって，事件を判断しようとしたと考えるならば，合憲限
定解釈といえよう。
　しかしながら，⒜⒝定立の判断を，８項目による総合考慮で判断するとい
う文脈のなかに，⒢［政治的に中立な姿勢を特に堅持すべき立場にある管理
職的地位の公務員］という定立が現れ，それによって世田谷事件は形式的判
断で有罪とされた。これは合憲限定解釈といえるのであろうか。
　ここにおける RD は，［政治的に中立な姿勢を特に堅持すべき立場にある
管理職的地位の公務員が，特定の政党を積極的に支援するという，殊更に政
治的傾向を顕著に示す行動に出た事案］（世田谷事案）に，罰則を適用したと
いうものであろう。
　とするならばそれは千葉補足意見のいうように，オーバールールとして合
憲限定解釈によって判断されたというよりも，国家公務員法の解釈を，その
構造，理念及び本件罰則規定の趣旨・目的等を総合考慮した上で行うという
通常の法令解釈の手法によって行い，有罪を導いたともいえる。
　であるならば，むしろこの事案においては，合憲限定解釈を行い，定立⒜
⒝に基づいて，それが生じていたのか，破棄差し戻し，審理させるべきであっ
た，あるいは，定立⒢にもかかわらず，その行為が，「職務と全く無関係に，
公務員により組織される団体の活動としての性格もなく行われたものであ
　木村草太・前掲注。
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り，公務員による行為と認識し得る態様で行われたものでもない」事案であ
るとして適用違憲を行うべきであった，と，批判できなくもない。とすれば，
少なくとも世田谷事件において本判決は，適用違憲でないのは当然として，
やはり合憲限定解釈でもなかったといえよう(77)。むしろ，合憲限定解釈は，
須藤反対意見によって行われたのであり，その結果，破棄自判すべきとの結
論に至ったのだといえる。
　ただ堀越事件については適用違憲といいうるようにも思われる。しかし，
先にみたように，本判決は，国公法のいうすべての政治的行為に刑事罰を科
すべきだとの解釈をとっていない。その解釈をもたらしたのは合憲限定解釈
によってであるといえなくもないが，そう理解するのは猿払判決の言辞に惑
わされているからであって，法の元々の趣旨がそうであったと理解するなら
ば(78)，限定解釈といいうるように思われる。
　とはいえ，本件罰則規定の解釈をその合憲性審査に先行させるというこの
審査手法(79) を如何に評価すべきか，これからの課題であろう。
　なお，「違憲」と判断することによって，一体誰が憲法に違反したのかとい
う問が立つとするならば(80)，限定解釈をすることによって，その問は消える
のであろうか。
　前章でもみたように，大法廷を開き違憲判断を採る道を選ばなかったとい
　長谷部恭男・前掲注は，「千葉裁判官のコメントの意図は，裁判所で憲法論を展開す
る将来の当事者に対して，当該法令等は文理自体からすれば違憲の疑いがあるが，裁判
所は自制すべきであるから合憲限定解釈をすべきだと主張するのではなく，当該法令等
に関する憲法の趣旨をも踏まえた通常の解釈を加えるならば，斯く斯くしかじかの限定
解釈がなされるべきだと主張するよう助言することにあると見るべきだろう。」という。
それはつまり，RD を厳格に解することが今後訴訟において，益々有効になると助言し
ているとも言えるであろう。その意味で岩崎邦生・前掲注のいうように，本判決は，
「憲法判例としての重要な意義を有する」といえる。
　大久保史郎・前掲注を参照せよ。
　この審査手法について，蟻川恒正（前掲注⑻，100頁）は，「阿部のいう『法律の合憲
解釈』と宍戸のいう『憲法適合的解釈』がともに違憲審査権のないドイツの事件裁判官
によって開拓されてきた解釈観念を前提としていることの意義についても議論を深めて
いく必要があろう」とする。
　山本龍彦，前掲注参照。
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うことは，その責を立法府に求めることをあきらめたということであろ
う(81)。 その限界を認識しつつも，その責を行政庁に向けることになることは
積極的に評価できるとも評される(82)。さらには，この限定解釈は，判例変更
を行わないにしても，猿払判決を漫然と踏襲してきた司法府にもその責を問
うているようにも思われる。これら評価についても今後の課題としたい。
　最後に，本稿は，岡山弁護士会の弁護士の皆さんに招かれての講演（2012
年11月30日），岡山公法判例研究会での報告（2013年３月16日），そして民主
主義科学者会議法律部会秋季学会での報告（2013年11月30日）をベースにし
ている。そこで，様々なご意見を戴いた。本稿執筆において参考にさせてい
ただいた。記して謝意を表したい。なおご意見に応えていない部分もあるか
と思う。お詫びするとともに，今後の課題とさせていただきたい。
　木下智史（前掲注，16頁）は，それは，本件罰則規定のもつ表現活動への萎縮効果
に目をつむることになるという。確かに８項目による総合考慮は，「不明瞭で，過度に広
汎な規制」（大久保史郎・前掲注）であるが，本判決の RD はある意味明確である。問
題はむしろ，［政治的に中立な姿勢を特に堅持すべき立場にある管理職的地位の公務員］
という定立の正当性であると思われる。
　第六章で紹介した，蟻川恒正（前掲注），大久保史郎（前掲注）の評価参照。な
お，長岡　徹（前掲注，302頁）も次のようにいう。「積極的に評価すべきであろう。
結果，公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれの実質性を問う解釈は，今後
懲戒処分の事例においても適用され，処分庁を拘束することとなる。」と。しかしにもか
かわらず，本文でも述べたように，本判決が「管理職的地位の公務員は，政治的に中立
な姿勢を特に堅持すべき」との定立を置いたことは，その積極的評価に留保を求めてい
るように思われる。
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